
令和 6 年度相談事例集 

 

令和 6 年度相談事例 8〔後発医薬品供給状況等公表〕 

・事案 

・後発医薬品メーカーの団体である X 協会が、後発医薬品の供給状況を、有効成分別

に、公表する。 

・従来は、品目別に、次のものがある。 

・後発に限らない団体である Y 連合会が公表する供給状況のデータ 

・X 協会も Y 連合会の会員 

・特定の事業者が公表する販売数量のデータ 

・品目が異なっても同一の需要に応えることができる場合があり、品目別でなく有効

成分別のデータが必要。今回の取組で、品目別のデータを分析して有効成分別のデ

ータを作り、公表する。 

・規範（3（1）） 

・8 条 1 号 

・事業者団体ガイドライン 

・現在または将来の重要な競争変数に関する目安となるか 

・共通の意思の形成、競争制限行為、の原因となるか 

・適用（3（2）） 

・問題となるものではない 

・ア 正当化理由の要素がある 

・イ 上記「規範」に掲げた反競争性の要素がない 

・コメント 

・規範として、[令和 6 年度相談事例 7〔日本種苗協会〕]と同等のものが想定されてい

るが、こちら（事例 8）のほうが、事業者団体ガイドラインを引用するなど、多めの

記載となっている。 

・31 頁 3（1）イの下から 3 行目「このような情報活動が手段・方法となって競争制限

行為」の「手段」は、公取委がいう「競争手段」（＝競争変数）の「手段」とは異な

る。白石が、「競争手段」と言わず「競争変数」と言う所以である。（異なるものを

同じ言葉で呼ばない。） 

 

令和 6 年度相談事例 5〔温室効果ガス削減パッケージ仕様共同研究等〕 

 

具体的な商品役務・業界が伏せられ、抽象化した言葉で語られているので、イメージが

湧きにくいが、もしイメージが湧けば議論しやすくなる事例かもしれない。 

 

・事案 

・製品 A の合計市場シェア 70%〜80%の X 社ら数社（「X 社ら」）が、製品 A のうちパ



ッケージ α について、更に小型化・軽量化するための仕様（「本件仕様」）について

共同して研究開発等を行う（「本件取組」）。 

・一般消費者は、主に内容や価格により製品 A の選択を行っている。 

・単独で行えないような膨大なコストが生ずるものではない。 

・共通化割合 10%程度。 

・実施期間は 3 年程度。 

・非参加事業者も、合理的対価を支払うことにより、研究成果（パッケージ α の本件

仕様）を利用することができる。 

・規範（3（1）） 

・不当な取引制限（2 条 6 項）と私的独占（2 条 5 項）の条文を掲げた上で、 

・グリーンガイドラインの枠組みを掲げ、 

・反競争性（「競争制限効果」）と正当化理由（「競争促進効果」）の両方があるなら、

両者を比較考量 

・その一部として共同研究開発ガイドラインの枠組みを掲げる 

エ なお、研究開発の共同化自体が独占禁止法上問題とならない場合であっても、

参加者の市場シェアの合計が相当程度高く、規格の統一又は標準化につながる

等、事業に不可欠な技術の開発を目的とする共同研究開発において、ある事業者

が参加を制限され、これによってその事業活動が困難となり、市場から排除され

るおそれがある場合に、例外的に研究開発の共同化が独占禁止法上問題となるこ

とがある。 

・適用（3（2）） 

・研究開発競争への影響、製品 A 市場への影響、のいずれも観点からも、問題なし 

・ア柱書き 単独で不可能なほどコスト膨大という要素はないが 

・（ア）製品 A メーカーに加えパッケージメーカーも存在し、非参加事業者によって

もパッケージ α の小型化・軽量化の研究開発は可能 

・（イ）他の部分は共同化しない 

・（ウ）製品 A 市場への影響は軽微 

・「一般消費者は、主に内容や価格により製品 A の選択を行っている。」 

・→ 温室効果ガス削減には関心はない。 

・共通化割合 10%程度 

・（エ）情報共有は本件取組に必要な範囲に限定。重要な競争変数は共有しない。 

・（オ）非参加事業者も成果を合理的な対価で利用可能 

・「新たな技術や優れた商品を生み出す等の競争促進効果」 

・イ 関係する共同分析・共同検討の影響も軽微 

・コメント 

・共同研究開発では、単独で不可能なほどコスト膨大という要素が強調されることが

多いが、それがなくとも許される事例を示したことに意義がある。 

・他の事業者グループ等においても同様の研究をすることができる可能性があるので



あれば、成果の合理的対価による開放まで必要かどうかは定かでないが、開放する

のであればなおさら問題とされる可能性が減る、という意味で、行為者にとっては

意味があるのかもしれない。 

 

令和 6 年度相談事例 1〔家電メーカー販売価格指示〕 

 

（令和 6 年度相談事例の解説の中では、この事例のみ、構成を崩して解説している。） 

 

・「単なる取次ぎ」の論法を使って取引相手方に対する価格制限が独禁法に違反しないこ

ととした一例ではあるが、これまでの同様の事例とは一線を画しているように見える。 

・これまでの状況 

・「単なる取次ぎ」の論法は、[流通取引慣行ガイドライン]に平成 3 年の策定時から存

在する考え方である。 

・該当箇所は、ガイドライン PDF ファイルの 12〜13 頁 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/ryutsutorihiki_files/ryutsutorihiki

gl_2017.pdf 

・現在のガイドラインの 2 類型（①・②）は、平成 3 年策定時の 2 類型（①・②）

と同文である。 

・平成 3 年策定時には、現在のガイドラインのような「具体例」はない。 

・①は「委託販売」、②は「頭越し直接交渉」、である。 

・①は、次のようになっている。 

 委託販売の場合であって、受託者は、受託商品の保管、代金回収等についての善良

な管理者としての注意義務の範囲を超えて商品が滅失・毀損した場合や商品が売れ残

った場合の危険負担を負うことはないなど、当該取引が委託者の危険負担と計算にお

いて行われている場合 

・最近の相談事例として、 

・次のものがあり、 

・平成 28 年度相談事例 1〔家電メーカー販売価格指示〕 

・令和元年度相談事例 5〔家電メーカー販売価格指示〕 

・いずれも、 

・小売業者の要望により委託販売ではないとしながら、①と同様の論法を示して、 

・「リスク」に言及し、 

・「リスク等」を行為者が負うことに言及して、 

・独禁法違反ではないとしていた。 

・本件の特徴 

・本件は、 

・費用も行為者が負担することを強調し、 

・「本件覚書の内容を実施するに当たり生じる在庫保管費用や輸送費用等対象家電



製品の一般消費者への販売に至るまでに生じる費用」も行為者が負担（考え方

欄では 4 頁エ） 

・独禁法上問題となるものではないとする結論部分において、行為者が「リスクと

費用を自ら負担」と述べている。 

・流通取引慣行ガイドラインは、「危険負担と計算」としていた。これを、上記平成

28 年度事例や令和元年度事例は「リスク等」と丸めて具体的基準では「リスク」の

みに触れていたが、本件では、ガイドラインの「危険負担と計算」に相当する「リ

スクと費用」を掲げ、現に、「費用」を行為者が負担することを強調した上で、独禁

法上の問題がないとしている。 

・コメント 

・平成 28 年度事例や令和元年度事例などの関係で、実際にその種の取組が大きく報道

されるなどして、同様の試みが相当に広がっているとも言われる。 

・今回の相談事例は、 

・公取委が問題ありとした事例を掲げるということは避けているが、 

・「費用」について十全の対応をした例を挙げて、これまでは公取委自身があまり言

及していなかった「費用」の要素を強調している。 

・増加した相談に対し、注意を喚起するもの、とも言えるが、 

・小売業者も何らかのマージンを得る以上は相応のリスクと費用を負担すべきである

という考え方は成り立ち得るところであり、今回の事例のような費用を行為者が負

担しなければ決して独禁法上許容されないのかというと、定かではない。 



白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

１ 事例８ 

● 本件取組では、扱う情報は既に公表されるなどして一般に利用可能なものなので、

それほど独占禁止法について気にしなくてもよいのではないかという印象であったが、

「独占禁止法上の考え方」のイ（イ）の部分で、本件取組で実際の作業を行うのは１

名だけでありこの者は他の者に情報提供しないこととされているという情報遮断的な

要素についての記載がある。しかし、この情報遮断的な部分がなくても独占禁止法上

問題はなく、この部分の記載はなくてもよかったのではないか。 

 

〇 確かに本件は、公表済み情報を分析するというもので、秘密の要素は少なく、御指

摘のとおり記載の必要はなかったかもしれない。相談者が言ってきたので記載しただ

けかもしれないが、公表文には記載されていない事情があったので記載されたのかも

しれず、いろいろな可能性はある。 

 

● 医薬品については、薬価制度により価格の上限が定められているという事情があり、

また、品質についてもそれなりに担保されているので、競争変数が限定された市場と

いうことができるのではないか。このような市場での競争についてどのように考えた

らよいのか。 

 

〇 例えば、タバコについてであればメーカーは価格の指示を行うことが可能であり流

通業者はそれを守らなければならず、また、独占禁止法の分野でも、大阪バス協会事

件のように認可された運賃の範囲を下回るレベルでの競争が違反になるかといったこ

とが問題となった事例もみられた。ただ、大阪バス協会の事例は３０年くらい前の事

例であり、当時と比べ現在は、違法なことは止めようといった共同行為については正

当化されやすくなっていると言える。 

 

● 医薬品については、厚生労働省も品目別に細かく出荷情報を公表しており、そこに

有効成分も出ている。 

医薬品メーカーの競争相手は誰かと考えたときに、企業結合であれば ATC コードの

レベル３とか４で市場を見るのが一般的かと思われる。 

先発メーカー間の競争という点では、医師からみて同じ有効成分を有する別の医薬

品のメーカーとの競争があるかどうかであり、後発メーカーの参入以降は、後発メー

カー同士の競争といったものも出てくる。後発メーカーが参入した後も、元々あった

有効成分間の競争はあるものと考えられる。 

 

 



〇 医薬品の市場画定については、事例に応じて、先発薬だけで見たり、後発薬だけで

見たり、さらには両方を見なければならない場合もあり得るものと考えられる。企業

結合の場合にはいろいろな可能性があるので広めに見て、カルテル事件の場合には問

題となった部分を切り取って狭く見るという傾向があるのではないか。ただ、企業結

合であっても、事案によっては先発薬だけで見るといったこともあり得る。 

 ATC コードのように薬効に着目した場合には、先発・後発といったことはあまり関

係がないかもしれない。 

 

● 何が機微情報かと考えたときに、医薬品については、価格競争は限られており、ま

た、数量も品目ごとに細かく公表されてしまっている。本件では、「独占禁止法上の考

え方」の（２）イ（ウ）の部分によると、個別の価格と出荷先等についての情報を含

まないことが問題のない理由とされており、個別の価格と出荷先が機微情報として取

り扱われていると考えられる。 

  本件では、供給不安の解消が正当化理由とされているが、有効成分について細かい

情報を出すことがどうして安定供給とつながるのか分かりにくい。供給の調整を厚生

労働省が行うなら別だが、事業者団体として何ができるのか。 

 

〇 有効成分別の情報を公表することには供給不安解消に当たって意味があるという当

事者からの説明を公正取引委員会はそのまま用いたのかもしれない。一般的に、相談

事例集では、相談者は問題とならないとすることができそうな根拠を何でも出してく

るが、それが全部そろわないと問題ないと言えないかというとそうではない。公正取

引委員会についても、問題ないというためには全部出した方が安全ということでもあ

る。１名の遮断という点についても、相談者が言ってきたから書いただけかもしれな

いし、出荷先の情報がある場合には１名でも遮断することに意味があったのかもしれ

ず、何とも言えない。 

 

２ 事例５ 

 

● グリーンガイドラインの位置づけについてであるが、本件の判断に当たってはでは

共同研究開発ガイドラインだけで十分だったと考えられ、どのような意味があるのか

よく分からない。 

 

〇 グリーンガイドラインは、基本的には新たな規範を示しているというよりは、既存

のガイドラインでの考え方に基づき、グリーンの観点から具体的な事例を示したもの

と言える。示されている事例は、白か黒かはっきりしているものが多く、中間的なも

のは少ない。「グリーンだから正当化できる」という論調を強く出しているイメージで、

独占禁止法は社会のグリーンの動きを邪魔するものではないということを発信するた

めにこのガイドラインを出しているといった印象である。 



  ただ、業務提携についてはこれまでガイドラインがなかったので、公正取引委員会

が業務提携のガイドラインっぽいものを初めて出したという面もある。 

 

● この事例では、単独でも出来る研究開発を共同で行っているが、それならば、各企

業が単独で研究開発した方が競争促進の観点からは好ましいのではないか。そのよう

な観点が本件でとられていないのはなぜか。 

 

〇 独占禁止法は、基本的には、違反の要件を充したら違反とするものであり、原則的

には、こちらの方がより競争的だからそうでないものはだめとは言えない。 

 

● 共同研究に参加していない事業者も本件研究の成果を利用可能であるとされている

が、この部分がなくても本件は問題なかったのではないか。 

 

〇 安全のために記載しただけかもしれないが、単独では研究開発することが出来ない

事業者がいた場合に、全部から断られたときにどう考えるかといったことが問題とな

る可能性はある。 

 

● 本件については、共同研究開発ガイドラインだけで足りると考えられるが、公正取

引委委員会の担当者の説明によると、グリーンガイドラインはいろいろなガイドライ

ンを引いているので、グリーンガイドラインを見ればすべて分かりますよということ

であった。 

本件では、当事者のシェアが７０〜８０％であること、価格に影響しやすい開発研

究であること、単独でも行うことは可能であることといったネガティブな要素が列挙

されているが、結局のところ、競争へ悪影響はないという印象である。 

 

〇 共同研究開発ガイドラインが作成された当時は、開発研究は基礎研究に比べて製品

の価格への影響は大きいと考えられていた。 

 本件は、公正取引委員会にとっては、グリーンの事例を相談事例集に載せましたと

いうのが都合がよかったということかもしれない。 

 

３ 事例１ 

 

● 平成２８年度と令和元年度の過去の家電メーカーによる同様の相談においては、特

定の製品について、高額で小売店にとっては売れ残りのリスクがあり、なかなか取り

扱ってもらえないので販路が広がらないという問題があり、家電メーカーによる指定

価格制度がそのような問題を解消してブランド間競争も促進するといったことも期待

されていたようである。しかし、本件は、幅広い家電製品についての行為であるとい

う違いがある。このような行為を行うに当たって、そのような正当化理由は必要なの



か。理窟の上では「単なる取次」かどうかということだけが問題ではないのか。 

 

〇 本来であれば、正当化理由は関係なく、「単なる取次」かどうかが問題となるという

ことであろう。 

 

● 過去の事例との比較ということで言うと、契約不適合責任については、平成２８年

度の事例では記載されておらず、令和元年度の事例以降では記載されている。 

 本件では、消費者に売れるまでの費用を全部メーカーが負担しなければならないか

のような書きぶりになっている印象であり、公正取引委員会の担当者も、場合によっ

ては、メーカーは販促費、マーケティング費用のすべてを負担しなければならないと

説明会で説明していた。しかしながら、そこまで負担する必要があるのか。 

 

〇 メーカーの宣伝が主体の商品もあれば、小売の宣伝が主体のものもあり、また、マ

ージンがどうであるかとか、いろいろな事情があるので一律にはいかないのではない

か。ただ、場合によっては、メーカーが負担すべき場合もあるかもしれない。 

 

● これまでの事例では、実店舗があることを前提としていた印象であるが、むしろ、

オンライン店舗の方が価格への影響はあるのではないか。独占禁止法上は、実店舗か

オンライン店舗かということで考え方に違いは出てくるか。 

 

〇 基本的には違いはない。 

 

● メーカーとの力関係という観点からすると、実店舗とオンライン店舗とでは異なっ

ているものと考えられる。これまでに、指定価格制度についての議論が、オンライン

店舗についても広がっているのか。 

 

〇 これまでは、実店舗で有体物を販売することを前提とした議論がなされてきた傾向

がある。相談としては、オンライン店舗についてのものもあり得るが、メーカーの費

用負担という観点からは、例えば、実店舗での有体物の販売に比べ、オンライン店舗

での無体物の場合には、どちらが費用負担すべきかの線引きが難しいことにより、公

正取引委員会からは止めてくださいといわれてしまう可能性もあるかもしれない。た

だ、水面下では、オンライン店舗についての相談なり議論が行われている可能性はあ

る。 

 


